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１．はじめに

　鉄筋コンクリート（RC）部材の付着破壊に対する研究は特に建築分野で研究が蓄積されているが、それら

の多くは縮小模型実験の結果の回帰的定量評価による研究であり、実験条件の差による評価の違いも指摘され

ている。本報告では、筆者らが過去に行った実験の結果 1) から、

これまで報告の少ない軸方向力の大きい幅広断面RC部材の付

着性状について考察した。

２．試験概要

　試験体は開削トンネル中柱を想定した1/2縮小モデルであり、

鋼板巻き補強効果を把握する目的で実施した1)。このうち本報

告で検討する試験体（図１）は、鋼板巻き補強のされていない

比較対象用のRC柱１体である。柱部材はb×D=900×300(mm)

の幅広長方形断面であり、両端をスタブに定着した。コンクリートの打設は、

図１に示すように柱上方から行い、下スタブ、柱部材、上スタブの順で３回

に分けて打設した。試験時のコンクリート強度は19.7(MPa)であった。載荷

は、一定の大きい軸方向力下（柱断面の圧縮応力度を試験時のコンクリート

強度の50%とした）において、部材に逆対称モーメントを与える方法で正負

繰り返し載荷した。繰り返し載荷の履歴を図２に示す。

３．破壊状況

　試験体の材端曲げモーメント－部材角関係を図３に示す。試験体は、曲げ

ひび割れ発生後、+1θy１回目載荷途中（図３のＡ点）でまず圧縮側主筋が

降伏し、続いて引張側主筋が降伏した。その後±1θyの繰り返しまでは耐力

を維持したが、+2θy１回目載荷途中に軸方向力を保持したまま耐力が大幅

に低下し、典型的な付着破壊となった。

　+2θy１回目載荷終了時のひび割れ状況を図４に示す。図には対応する主

筋名を合わせて示した。側面ではu,e,zおよびm,f,rが、正面ではa,bおよび２

段目主筋のlの位置に縦ひび割れが発生しており、それぞれ付着破壊

している可能性がある。一方、他の鉄筋には縦ひび割れが少なく、こ

の時点で付着破壊していない可能性がある（主筋c,dは主筋a,bの対称

位置なので、正面の反対側の面でひび割れが発生していると思われ

る）。帯筋が２重にかかっている主筋n,o,p, q,v,w,x,yは実験終了まで

縦ひび割れは明確には現れておらず（文献1)参照）、最終的にも付着

破壊していない可能性がある。これらの事実は、中間帯鉄筋がかかっ

ている主筋は付着強度が大きい、とする従来の知見と一致する。

３．付着性状

　主筋の付着応力度と部材角の関係を、主筋 b,fを例に図５に示す。

　図１　試験体概要
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注１：１サイクル目は主筋圧縮歪が
　　　　-1000μに達するまで載荷
注２：θyは主筋引張降伏時点の部材角

図２　繰り返し載荷の履歴

　　図３　材端モーメント－部材角関係
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ここで主筋の付着応力度は、付着検討区間両端の鉄筋力の差を検討区間長と鉄筋周長で除して求めた。付着検

討区間は、端部 1D区間の見かけ上の付着劣化を考慮し、それを除いた部材スパン中央部の区間とした。なお、

本試験体では付着検討区間では主筋が降伏していなかったため、鉄筋力は歪にヤング係数（材料試験により求

めた値）と公称断面積を乗じた値とした。
　図５によると、主筋 b は+2θy１回目載荷時も付着劣化は見られず、2 回目以降の繰り返し載荷により徐々

に付着劣化が進んでいる。一方、主筋 f では、+1θy１回目載荷時には主筋 b と同程度の付着応力を発揮した

が、±1θyの繰り返し載荷で徐々に付着応力が低下し、+2θy１回目載荷の途中で付着応力が急激に低下して

いる。この低下の始まった時点は耐力低下が始まった時点と一致（図３のＣ点）しているので、この主筋の付

着劣化が耐力低下を引き起こしたと考えられる。また、図３

のＢ点は主筋 e の付着劣化の始まった時点であり、主筋 e,f

はともに+2θy１回目で付着劣化している。なお、主筋 a,c,d

は主筋 bとほぼ同様の傾向である。

　最大付着応力度実験値を各種算定値と比較して表１に示す。

ここで、τcal,1
2)とτcal,2

3)は断面の幅広の度合をパラメータに

持たないが、τcal,3
4)は db/jt（dbは主筋径、jtは断面の応力中

心間距離で最外縁鉄筋間距離を仮定）をパラメータに持ち、

断面の幅広の度合が考慮される。また、３つの算定式は、そ

の元になった実験では、繰り返し載荷や大きい軸方向力の載

荷を行っていない。なお、ひび割れ性状で前述の通り、一部

の主筋は最終的に付着破壊していない可能性があるが、付着

破壊モードはサイドスプリットモードを適用している。

　実験値は算定値τcal,1とτcal,2に対して、条件の違いにも関

わらず 9割程度と比較的近い。一方、db/jtをパラメータに持

つτcal,3 に対して実験値は５割程度であるが、これは上記条

件の違いと、本試験体が算定式の元の実験範囲(db/jt=0.0348

～0.0876)を超えた(db/jt=0.11)ことが要因として考えられる。

４．まとめ

　　　　軸方向力の大きい幅広断面RC部材の繰り返し載荷試験に

より、以下の付着性状が確認された。

(1)中間帯鉄筋のかかっている主筋は付着強度が大きい、とす

る既往の知見と一致するひび割れ性状が確認された。

(2)繰り返し載荷により付着劣化した主筋が確認された。

(3)最大付着応力度は、実験の条件が違うにも関わらず、断面

の幅広の度合が考慮されない式の算定値と近い値であった。
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　　　　　　　　○囲みは歪を測定した鉄筋

　図４　+２θy１回目載荷終了時のひび割れ状況

図５　主筋の付着応力度と部材角の関係

表１　最大付着応力度実験値と算定値の比較

主筋名 実験値 　　　実験値/算定値
(MPa) /τcal,1 /τcal,2 /τcal,3

a 3.16 0.86 0.87 0.51
b 3.76 1.02 1.04 0.61
c 3.04 0.83 0.84 0.49
d 3.22 0.88 0.89 0.52
平均 3.29 0.90 0.91 0.53
e 3.45 0.94 0.95 0.56
f 3.04 0.83 0.84 0.49
平均 3.25 0.89 0.90 0.53
注:τcal,1=3.67MPa(OJB式)2)
 τcal,2=3.62MPa(終局強度型指針の解説式)3)
 τcal,3=6.16MPa(靭性能保証型指針の解説式)4)
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